
��

４ 

章
４ 

章

資金の
種　類 貸  付  対  象  等 貸  付  限  度  額 貸付を受ける期間 据置期間 償還期限 利率

医
療
介
護
資
金

母子家庭の母
又は児童（介護
の場合は児童
を除く）

寡婦

医療又は介護（当該医
療又は介護を受ける期間
が１年以内の場合に限
る）を受けるために必要な
資金

【医療】　 　　 340,000円
　　　 特別　 480,000円

【介護】　 　　 500,000円

６か月 ５年以内 無利子

生　
　

活　
　

資　
　

金

母子家庭の母

寡婦

知識技能を習得している
間、医療若しくは介護を
受けている間、母子家庭
になって間もない（７年未
満）母の生活を安定・継
続する間（生活安定期
間）又は失業中の生活を
安定・継続するのに必要
な生活補給資金

【一般】 月額　 103,000円

【技能】 月額　 141,000円

（注）生活安定期間の貸付は、配偶者
のない女子となった事由の生じた
ときから７年を経過するまでの期間
中、月額103,000円、合計240万
円を限度とする。
　また、生活安定期間中の養育費
の取得のための裁判費用について
は、1,236,000円（一般分の12か
月相当）を限度として貸付けることが
できる。

・知 識 技 能
を習 得する
期間中３年
以内

・医療又は介
護を受けて
いる期間中
１年以内

・離 職した日
の 翌日から
１年以内

知識技能
習 得 後 、
医療若しく
は介護終
了後又は
生活安定
期間の貸
付若しくは
失業中の
貸付期間
満 了 後６
か月

技能習得
 10年以内
医療又は
介護
  ５年以内
生活安定
貸付
  ８年以内
失業
  ５年以内

年３％
（医療若し
くは介護を
受けている
場合及び
技能習得
期間中の
貸付につ
いては 無
利子）

（注）生活安
定期間貸
付の場合
は、月額２万
円、合計48
万円を超え
ない範囲を
無利子とす
る

住
宅
資
金

母子家庭の母

寡婦

住宅を建設し、購入し、補
修し、保全し、改築し、又
は増築するのに必要な資
金

　　　 　    1,500,000円

      （特別　2,000,000円）

６か月    ６年以内
特別　　

   ７年以内

年３％

転
宅
資
金

母子家庭の母

寡婦

住宅を移転するため住宅
の貸借に際し必要な資
金

　　　　　　  260,000円 ６か月 ３年以内 年３％

就
学
支
度
資
金

母子家庭の母が
扶養する児童

父母のない児童

寡婦が扶養す
る子

就学、修業するために必
要な被服等の購入に必
要な資金

小学校　　　 　39,500円
中学校　　　 　46,100円
国公立高校　 　85,000円
修業施設等　 　100,000円
私立高校　 　 420,000円
国公立大学・短大等
　　　　　　  380,000円
私立大学・短大等
　　　　　  　590,000円

６か月 就学
 20年以内

修業
  ５年以内

無利子

結
婚
資
金

母子家庭の母

寡婦

母子家庭の母が扶養す
る児童
寡婦が扶養する２０歳以
上の子の婚姻に際し必
要な資金

　　　　　 　 300,000円 ６か月 ５年以内 年３％

特
例
児
童
扶
養
資
金

母子家庭の母 平成14年７月に児童扶
養手当の支給を受けてい
た者であって、申請の際
現に支給を受けている児
童扶養手当の額が平成
14年７月分の児童扶養
手当の額未満であること

（全部停止を除く。）

平成14年７月分の児童扶養手
当の額から、申請の際に現に支
給を受けている児童扶養手当
の額を控除した額

最長５年
（平成19年７
月までの経過
措置）

貸 付 期 間 
満了後1年

（貸付を受
けた者が死
亡、児童を
扶 養しなく
なった場合
は６か月）

10年以内 無利子

（注）償　還：年賦、半年賦、月賦いずれも可能で繰上償還もいつでもできる。
　　違約金：年賦、半年賦、月賦いずれの場合でも、その指定日に償還しなかったときは、その翌日から納入した当日までの日数
　　　　　を計算し、元利金につき年10．75％の違約金が徴収される。
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